
公共建築物による
⽊の街づくり等の取組み

林野庁⽊材利⽤課 吉⽥ 誠
平成2８年７⽉27⽇

平成28年度⽊材利⽤推進・全国会議
〜⽊の街づくりの推進に向けて〜

・Ｓ２５ 衆議院「都市建築物の不燃化の促進に関する決議」

→ 官公庁建築物の不燃化（※同国会で建築基準法制定）

・Ｓ２６ 閣議決定「木材需給対策」

→ 都市建築物等の耐火構造化、木材消費の抑制、未開発森林の開発（※同時期に森林法制定）

・Ｓ３０ 閣議決定「木材資源利用合理化方策」

→ 国・地方公共団体が率先垂範して建築物の不燃化を促進、木材消費の抑制、

森林資源開発の推進

・Ｓ３４ 日本建築学会「建築防災に関する決議」

→ 防火、耐風水害のための木造禁止

・Ｓ４９ 枠組壁工法告示制定

・Ｓ５７ 省令準耐火構造の規定が制定

これらの流れと同時に不燃化等の木質構造に係る様々な技術開発等が進行

・Ｈ１２ 建築基準法改正（性能規定化）

→ 法令の目標性能を確保すれば木造耐火建築物が実現可能に

・Ｈ２２ 公共建築物等木材利用促進法

→ 低層の公共建築物は原則として木造

・Ｈ２５ 建築基準法改正（木造関係基準の見直し）

→ ３階建ての学校等に係る防耐火規制の緩和

木造３階建て学校の実大火災
実験の結果等を踏まえ、建築
基準法が改正され、準耐火構
造等での３階建て学校の建築
が可能に。 2

公共建築物の木造化の推進



林業･木材産業の活性化

(地域経済の活性化)

森林の適正な整備･

保全の推進
木材自給率の向上

具体的･効果的に木材利用の拡大を促進
・公共建築物における木材利用拡大(直接的効果)
・一般建築物における木材利用の促進(波及効果)

併せて、公共建築物以外における木材利用も促進
・住宅や工作物への木材利用

・木質バイオマスの製品･エネルギー利用

【基本方針】(平成22年10月)

・低層の公共建築物は原則全て木造化
・内装の木質化
・備品・消耗品への木材使用
・木質バイオマスの利用促進

【事業者・国民の努力】
・利用促進に自ら努力
・施策への協力

市町村方針

都道府県方針

【責務】
・国の施策に準じた施策の策定・実施
・公共建築物等への木材の利用

【責務】
・木材利用の促進に関する施策を総合的に

策定･実施
・自ら率先して公共建築物への木材の利用
・必要な法制上の措置その他の措置
・木材利用に関する国民の理解の醸成

国 地方公共団体等

公共建築物等木材利用促進法の仕組み
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○ 国の⽬標
－ 積極的に⽊造化を促進する公共建築物の範囲に該当
する低層の公共建築物は原則としてすべて⽊造化を図る

－ ⾼層・低層に関わらず、直接⼜は報道機関等を通じて
間接的に国⺠の⽬に触れる機会が多いと考えられる部分
を中⼼に、内装等の⽊質化を促進

－ 机等の備品、コピー⽤紙等の消耗品の利⽤を促進

－ 公共建築物に暖房器具やボイラーを設置する場合、
⽊質バイオマス燃料の導⼊に努める

－ グリーン購⼊法基本⽅針に基づき、原則として全て
間伐材⼜は合法⽊材を調達

⽊造化

⽊質化

備品等

バイオマス

調達⽊材

公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針

4



－ 学校（附属施設）
－ ⽼⼈ホーム、保育所、福祉ホームなどの社会福祉施設
－ 病院⼜は診療所
－ 体育館、⽔泳場などの運動施設
－ 図書館、⻘年の家などの社会教育施設
－ 鉄道の駅など公共交通機関の旅客施設
－ ⾼速道路サービスエリア等の休憩所

国⼜は地⽅公共団体が整備する全ての建築物

⺠間事業者等が整備する施設

木材の利用を促進すべき公共建築物
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市町村の木材利用方針の策定状況

市町村数

方針を策定した市町村の増加状況 市町村方針策定状況マップ

策定済は1,516市町村（平成28年5⽉31⽇現在）

全ての都道府県
で方針策定終了
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策定状況(策定／全体)

東京都 11／62

千葉県 23／54

埼玉県 31／63

神奈川県 16／33

大阪府 20／43

沖縄県 １／41

（全国1,741市町村の87％）
※北海道、青森、岩手、秋田、

茨城、栃木、富山、石川、

福井、山梨、長野、岐阜、静岡、

愛知、三重 奈良、和歌山、

鳥取、島根、岡山、広島 山口、

徳島、香川、愛媛、高知、福岡、

佐賀、 長崎、熊本、大分、宮崎、

鹿児島の３４道府県では

全市町村方針策定済
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【木造率の推移】 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

建築物全体（注1） 43.2% 41.6% 41.0% 41.8% 40.3%

うち公共建築物（注2） 8.3% 8.4% 9.0% 8.9% 10.4%

うち低層の公共建築物 17.9% 21.3% 21.5% 21.0% 23.2%

「建築着工統計調査」（国土交通省）のデータを元に林野庁が試算
注1 住宅を含む
注2 国、地方公共団体、民間事業者が建築する教育施設、医療・福祉施設等の建築物
注3 木造とは、建築基準法第2条第5号の主要構造部（壁、柱、床、はり、屋根又は階段）が木造のもの

公共建築物等の木造率について
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○ 平成26年度に着⼯された公共建築物の⽊造率（床⾯積ベース）は、
前年度から1.5ポイント増加し10.4%となり、初めて10%を超える結果となった。

【延べ床面積ベース】
全 体 低 層

合計（㎡） 木造率（％） 合計（㎡） 木造率（％）

建築物全体
130,790,921

40.3
82,022,476

59.6
52,653,631 48,848,345

公共建築物
19,645,553

10.4
7,280,897

23.2
2,033,905 1,689,542

国
1,109,381

1.6
142,479

8.1
18,189 11,521

都道府県
2,010,484

3.6
343,057

11.7
72,916 40,225

市町村
5,964,508

8.2
2,239,655

17.4
487,427 390,152

民間と個人
10,561,180

13.8
4,555,706

27.4
1,455,373 1,247,644

※ 上段：新築等に係る床面積の合計 下段：うち、木造の床面積の合計

埼⽟県：東部地域振興ふれあい拠点施設

農林⽔産省：横浜植物防疫所つくばほ場（茨城県）農林⽔産省：三陸北部森林管理署（岩⼿県） 法務省：静岡県地⽅法務局藤枝出張所（静岡県）

愛知県：県⽴芸術⼤学⾳楽学部校舎 静岡県：草薙総合運動場体育館

（参考）公共建築物での木材利用の事例（１）
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岩⼿県住⽥町：役場庁舎

15

⾼知県四万⼗町：役場庁舎岐⾩県岐⾩市：ぎふメディアコスモス

（参考）公共建築物での木材利用の事例（２）

京王電鉄：⾼尾⼭⼝駅 東⽇本⾼速道路(株)：守⾕サービスエリア

9

宮崎空港 保安検査場

26年度 27年度 28年度

ＣＬＴ建築
の本格的

普及

※10年後の
年間生産量
50万㎥

基
準

実
証

生
産

高知県

建築基準を整備
→個別認定が
不要に

ＣＬＴを構造部分に利⽤す
るには個別認定が必要

実証的建築の積み重ね
による施⼯ノウハウの

蓄積

概ね、毎年５万㎥程度
の⽣産体制を順次整備

岡山県北海道

ＣＬＴの普及に向けたロードマップ（抄）
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ＣＬＴを用いた代表的な建築事例 （ＣＬＴパネル工法）

国土交通省補助事業
長崎県佐世保市（６棟）
２階建て（ＣＬＴパネル工法） 平成27年度竣工

■ハウステンボス宿泊施設

■高知おおとよ製材社員寮

国土交通省補助事業
高知県大豊町
３階建て（ＣＬＴパネル工法）
平成25年度竣工

■協同組合オホーツクウッドピア研
修施設）

■福島県ＣＬＴ推進協議会共同住宅

林野庁補助事業
北海道北見市
２階建て（ＣＬＴパネル工法）
平成26年度竣工

林野庁補助事業
福島県湯川村（２棟）
２階建て（ＣＬＴパネル工法）
平成26年度竣工

■真庭木材事業協同組合共同住宅

林野庁補助事業
岡山県真庭市（２棟）
２階建て（ＣＬＴパネル工法） 平成26年度竣工 11

宮城県多賀城市の事務所
2階建（ＣＬＴパネル工法（階段室周りはＲＣ造））
平成28年11月完成予定

■ ナイス（株）

■ 高知県自治会館

高知県高知市の事務所
６階建（1～3階ＲＣ、4～6階木
造軸組工法（ＣＬＴを耐力壁等
の一部に使用））

平成28年8月完成予定

平成28年度のＣＬＴ活用（予定）事例

■高知県立農業担い手育成センター
長期研修用宿泊施設

高知県高岡郡四万十町の寄宿舎
2階建て（ＣＬＴパネル工法）
平成28年5月完成

12

■ 社会福祉法人 ぷろぼの

奈良県奈良市の障害者福祉施設
5階建て（1階ＲＣ、2～5階ＣＬＴパネル
工法（床は木住協認定１ｈ耐火構造））
平成28年７月完成



⽊材を難燃処理⽊材、モルタルで被覆 鉄⾻を⽊材で被覆

FRウッド

燃エンウッド
⽊質ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集成材
（H鋼＋集成材）

○ 近年、⽊材の耐⽕性能を⾼める技術開発が徐々に進展。1時間の耐⽕性能を有する部材が、
幾つかの仕様で、国⼟交通⼤⾂の認定を受けている。

○ 今後は、製造コストの低減、CLT等による２時間耐⽕部材の開発等による耐⽕⽊造の普
及が課題。

【国⼟交通⼤⾂認定を受けている⽊質耐⽕部材】

木質耐火部材の開発について
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耐火集成材を主要構造部に用いた事務所
【大阪府大阪市（ＲＣ造１層、木造２層）】

ハイブリッド集成材を用いたオフィスビル
【埼玉県越谷市（鉄骨造４層）】

枠組壁⼯法による
５階建て耐⽕店舗付共同住宅

【東京都中央区
（ＲＣ造１層、⽊造４層）】

近年建設された耐火木造の事例

耐火集成材による大規模ホール
【山形県南陽市（木造３層）】

被覆型耐火と木材現し筋違による
５階建て耐火共同住宅

【東京都世田谷区
（ＲＣ造１層、木造４層）】
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道の駅あいづ 湯川・会津坂下（福島県）

一般規格製材の樹状トラスにより、地域材利用と開放
的な空間を実現

ウッディアリーナ朽木（滋賀県）

市有林から生産された製材を、地元工務店で「持
ち送り重ね梁」に加工

一般流通材を用いた中大規模木造建築物の事例

15

設計者等の木造・木質建築への認識

 木造経験のある建築士等が認識している木造のメリット（材料費が抑えられる、設計自由度が高
い、施工期間が短い等）について、木造に関心はあるものの経験のない設計士等は認識が低い。

木造のメリットを理解することで木造を手がけるようになる可能性

※設計事務所・工務店・ゼネコン等へのアンケート結果
（平成26年度補正 木材需要拡大緊急対策事業 日経BP社調べ）

木造を採用/提案した理由 又は木造に関心がある理由

16



28年度【次世代林業再生基盤づくり交付金】木造公共建築物等の整備 国費：61億円の内数

【教育・学習施設関係】
・文化交流センター
・保育園及び子育て支援施設
・学校附属施設
・体育館
・屋内プール
・武道場
・図書館
・児童館
・青年の家及び研修所
・文化財保存及び展示施設

【医療・社会福祉施設】
・病院・診療所
・高齢者福祉施設
・障害者支援施設

【観光・産業振興関係】
・観光案内施設
・ターミナル施設
（物販施設は対象外）

補助対象 ：
公共建築物の木造化や内装の木質化等

補助率 ：
１／２、３０％、１５％ 等

（設計費、工事費等事業費）

事業実施主体 ：
地方公共団体、民間事業者等

交付先 （お金の流れ）：
まず

国 ⇒ 都道府県
その後、

都道府県⇒事業実施主体

《対象施設例》

公共建築物等木材利用促進法に基づく木材利用方針の策定市町村において、木材利用のモデルとなるよう
な公共建築物の木造化、内装木質化や都市部において木質耐火部材を活用した公共建築物の木造化に対し
支援

公共建築物等における木材利用促進の予算措置（施設整備への補助）

17

《事業の流れ》
まず 国 ⇒ 団体 （平成28年度は（一社）木を活かす建築推進協議会） に補助

その後、 団体 ⇒ 技術支援又は誘導経費支援を希望する地方公共団体や法人等に補助の範囲内で専門家派遣等の
技術支援又はコスト比較による誘導経費支援を行う（公募）

【新たな木材需要創出総合プロジェクト】 公共建築物等の木造化等の促進

○設計段階からの技術支援 公共建築物等の木造化等を検討している地方公共団体等に対して、課題解決
に資する技術指導・概略設計等を行う経費について補助（定額）

○木造公共建築物誘導経費支援 木造と他構造の双方を検討している地方公共団体等に対して、木造と他構造の
設計を行い、両者のコスト比較を行う経費について補助（定額）

公共建築物等における木材利用促進の予算措置
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民間団体（全国的に実施できる能力を有する団体）

・日本合板工業組連合会 ：コンクリート型枠用
合板の活用

⇒ネットワークを利用して普及・ＰＲ

（例）

【概要】 木材を新たに活用する、軟弱地盤改良用木杭の埋設、コンクリート型枠用合板の活用等の
取組に関して、全国的な実証・働きかけ・ワークショップ等を通じて木材利用を推進する。

【補助対象】

定額 （１／２以内相当）
〔普及啓発経費、試験施工導入費等〕

現地検討会実証施工

【背景】 木材の利用拡大を図るためには、新たな分野での需要開拓をはじめ、各分野での取組を進め
ていくことが必要。このため、これまで木材があまり使われてこなかった工作物・土木分野等の新規用途
における取組の支援を実施。

【新たな木材需要創出総合プロジェクト】 新規分野における木材利用の促進

・木材活用地盤対策研究会：軟弱地盤改良への
木杭活用

【補助率】

現場ワークショップ公開実験

《コンクリート型枠用合板》

《地盤改良木杭》

土木分野における木材利用促進の予算措置
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ご清聴
ありがとうございました。


